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独立行政法人土木研究所

理事長　坂本　忠 彦
土木研究所が平成13年　月に独立行政法人へ移行して、既に　年が経過しました。移行からの　年間4 4 3

においては、まずは旧土木研究所が実施していた業務の円滑な推進を基本方針として運営を開始し、

徐々に独立行政法人制度の特徴を活用して積極的に新たな取組みに挑戦し、さらに、独立行政法人とし

てさらに成長を図るために業務の質の向上に努力してきました。

　年目にあたる平成16年度においては、成果を社会資本整備により一層の普及を図ることにより国民4

生活に大きく貢献することを目標に掲げ、例えば、土木研究所が共同研究を通じて開発した新技術を紹

介する「土研新技術ショーケース」を初めての東京以外の会場（福岡）で開催するとともに、国や地方

自治体が抱える技術的な課題に対して支援を行う「土研コーディネートシステム」の充実、共同研究等

により開発した成果を現場へ普及促進するためのコンソーシアム（共同事業体）の設置など、より一層

の成果普及活動に努めました。研究成果を基に、社会資本整備を実施する国土交通省や地方自治体等に

対して年間2600件を超える技術指導等を行い、特に水害や地震等の自然災害が多発した平成16年度は、

現場からの要請などにより、延べ100名以上の職員を現地に派遣し、技術的支援及び調査を迅速に行いま

した。

また、国際機関であるユネスコから要請され、ユネスコの後援により平成17年度中の設立を目指して

いる「水災害・リスクマネジメント国際センター」については、ユネスコセンター設立推進本部を平成

16年　月に新設して設立準備活動を精力的に進めるとともに、JICA研修コースとして新設された「洪水4

ハザードマップ研修」を、初めて土木研究所が主体となって実施しました。

平成18年度からは新たな中期目標、中期計画に基づいて業務を開始することになりますが、大きな変

革として、土木研究所と北海道開発土木研究所の統合と非公務員化が決定しており、平成17年度はその

ための準備作業を開始しているところです。

この業務実績報告書は、これら平成16年度の土木研究所の活動を取りまとめたものです。「業務実績報

告書」は独立行政法人評価委員会が実施する毎年度の業務運営状況の評価のために作成しているもの

で、その構成自体は中期計画に沿っており、外部の方にはややわかりにくいかとも思われます。しかし

ながら、できるだけ具体的な数値や事例、図表を取入れ、また活動のねらいなども説明するよう心がけ

ています。平成16年度の業務実績報告書は既にインターネットホームページに掲載していますが、より

幅広い方々の目に触れるよう、刊行物として印刷しています。この報告書によって土木研究所の現状に

ついて皆様方にご理解頂き、ご意見を賜りましたら幸いです。

ご意見の送付先：土木研究所　企画部　研究企画課　　

e-mail：kikaku@pwri.go.jp　　　　　　　　   

Fax：029（879）6752　　　　　　　　　　

○ 独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第32条

独立行政法人は、主務省令で定めるところにより、各事業年度における業務の実績について、評価委員会の評価を受け

なければならない。

○ 国土交通省令第44号第　条5

研究所は、通則法第32条第　項の規定により各事業年度における業務の実績について独立行政法人評価委員会の評価を1

受けようとするときは、当該事業年度の年度計画に定めた項目ごとにその実績を明らかにした報告書を、当該事業年度の

終了後　月以内に、国土交通省の独立行政法人評価委員会に提出しなければならない。3
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1

土木研究所の使命

独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）ならびに、独立行政法人土木研究所法（平成11年法律第

205号）に基づき、独立行政法人土木研究所の使命を次のとおり設定する。

　　土木研究所の使命
土木に係る建設技術に関する調査、試験、研究及び開発並びに指導及び成果の

普及等を行うことにより、土木技術の向上を図る。もって良質な社会資本の効率

的な整備の推進に寄与し、国民生活の安定及び社会経済の健全な発展に資する

（図－　参照）。1

土木技術の向上を図り、もって国民生活の安定及び社会経済の健全な発展に資する。

図－　　土木研究所の使命1
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土木研究所のビジョン

土木研究所は、大正10年　月に内務省に設置された「道路材料試験所」に緒を発し、以来、国の機関5

として80年の永きにわたり、土木技術に係る研究開発ならびに災害時の対応も含む指導及び成果の普及

により、良質な社会資本の整備に無くてはならない役割を果たしてきた。

平成13年　月　日の独立行政法人移行後もこのポテンシャルを引継ぎ、社会資本整備に関する多様な4 1

研究開発ニーズのもと、土木研究所ならではの研究施設、現地データ等研究環境を最大限活用し、自ら

の研究の質を一層高める。さらに、社会資本の整備主体である国や自治体、土木技術に関連する大学・

学会、民間及び海外におけるそれぞれの技術特性を有機的に結合させて新たな価値を産み出し、ニーズ

に応えた適用性の高い技術を効果的に供給する。このように、土木技術の中核的な研究開発機関となる

ことを、土木研究所が目指す姿、ビジョンとする（図－　）。2

ニーズに応えた適用性の高い技術を効果的に供給するため、自らの研究の質を高め、関
係機関と有機的に結合することにより、土木技術の中核的な研究開発機関となる。

図－　　土木研究所のビジョン2
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独立行政法人移行後、４年間の取り組み
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土木研究所の使命を果たすため、またビジョンの実現に向け、従来にも増して研究グループ等が目的

意識を持ち、自主性、自律性を発揮し、効率的な研究開発を行い、その質を向上させる一方、その成果

の普及や災害対応を含めた技術指導を積極的に実施していく必要がある。このため、独立行政法人制度

に対する理解を深めるとともに、各研究グループ等が自らにおいて果たすべき役割や業務運営方針を検

討し、理事長との懇談会、グループ長懇談会や上席研究員等会議における議論を重ねた。これに基づき、

平成13年度に土木研究所の業務運営方針「土木技術における中核的な役割を担うための求心力の強化に

向けて」を策定し、土木研究所の使命達成に向け以下のような取り組みを行った（図－　）。3

①研究開発ニーズ・シーズの把握

研究開発ニーズを的確に捉え、自ら研究開発を実施すると共に、

外部の研究者・技術者に対して技術開発の方向性を示す

土木研究所の使命である社会資本の効率的な整備に資するための研究開発を効率的に実施するために

は、社会資本整備に関する研究開発ニーズを適切に捉えることが必要であり、国等社会資本整備実施主

体に対する技術的な支援や、研究における連携、技術指導あるいは技術検討委員会への参画を通じて、

研究開発ニーズを積極的に発掘した。これと並行して、土木研究所講演会における来場者へのアンケー

ト調査の実施や、研究所のインターネットホームページにおいて研究開発に関するニーズあるいは要望

を常時受け付けるなどにより、幅広い層からの研究開発ニーズの把握に努めた。また、つくばテクノロ

ジーショーケース等への参画を通じて、民間機関が有する研究シーズについて、化学や生物等の異分野

も含めた広範な技術の発掘に努めた。

なお、これらにより把握した研究開発ニーズについては、土木研究所自らの研究課題を立案して取組

むほか、大学や民間の研究者・技術者に積極的に伝達し、技術開発の方向性を示すよう努めている。

②質の高い研究開発の実施

独立行政法人制度の特徴を最大限に活用し、

土木研究所にしかできない質の高い研究開発を、効率的、効果的に実施する

土木研究所は、世界有数の大型実験施設や社会資本整備主体からのデータの活用といった他の研究所

にはない研究環境を有しており、旧土木研究所に引き続き実用的な研究開発を実施している。これら研

究開発の質を向上させるため、あるいは限られた人員・予算の中で効率的・効果的に研究開発を実施す

るため、独立行政法人制度という制度の特徴を活用し、種々の取り組みを行っている。
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図－　　土木研究所の　年間の活動3 4
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独立行政法人移行後、４年間の取り組み
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 a）研究評価体制の構築・運用による研究の質の向上 

我が国の土木技術の着実な高度化等のために必要な研究及び、社会資本の整備・管理に係る社会的要

請の高い課題に早急に対応するための重点プロジェクト研究を進めるために、研究実施計画書を策定

し、計画的に実施している。

平成17年度は、現重点プロジェクト研究の課題の中で前年度までに終了したものが出てきているた

め、重点プロジェクト研究の課題数が減少し、代わって次期重点プロジェクトへの準備を目的とした研

究に着手したことから、一般研究の課題数が増加している（図－　）。4

ここで、研究実施計画書については、研究の必要性、研究の範囲、達成目標等がより明確に記述され

るように改良した。さらに、研究評価内部委員会、外部委員会等の研究評価体制を構築・運用すること

により、従来の研究分野を単純に継続することなく、研究開発ニーズ及び、土木研究所の使命に応えう

る効果的な研究開発課題を自由に提案・評価する等、研究所内における競争的環境を整備し、質の高い

研究開発の実施に努めた。その結果、研究チームによっては、ニーズを的確に捉えた質の高い研究計画

の立案や積極的な競争的資金の獲得により、平成17年度予算は発足時の平成13年度予算の1.85倍に、ま

た職員数も後述する専門研究員制度等を積極的に活用して発足時の11名から17名に増加させた事例もあ

る。

 b）研究グループ制の導入による柔軟な研究体制　　 

研究組織としては、従来の部室制に代わって柔軟かつ機動的に研究チームの編成が可能な研究グルー

プ制とした。ユネスコの後援をもとに土木研究所内に設立を目指している、水災害・リスクマネジメン

図－　　土木研究所の研究課題（運営費交付金）4
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ト国際センター（仮称）の設立に向けて準備活動を行うユネスコセンター設立推進本部を平成16年　月4

に設置した。平成16年度は、研究開発ニーズの変化へ対応するために、新潟試験所を雪崩・地すべり研

究センターへ、水災害・リスクマネジメント国際センター（仮称）の設立準備のため、水工研究グルー

プの水理水文チームをユネスコセンター設立推進本部の水文チームにそれぞれ改組する準備を行った。

また、独立行政法人北海道開発土木研究所との統合に関することや、それ以外の新たな体制への移行に

関することなど必要な事務を処理するため、企画部に統合推進室を設置する準備を行った。さらに、重

要な研究及び開発に係る国際関係特別事項の総合調整に関する事務を処理するため、特別調整官の設置

準備を行った。

また、グループ内において異なるチームの研究課題を担当する事例がみられたほか、グループを超え

て研究領域の異なる複数のチームが連携して実施している研究が活発化するなど、柔軟な研究体制の効

果が現れてきている。

 c）職員の資質の向上　　　　　　　　　　　　　 

質の高い研究開発を実施するためには個々の研究者の質の向上が不可欠であり、職員の学位取得等を

促すほか、任期付き研究員や各種の制度による研究員の採用を行った。その結果、独立行政法人移行時

に博士を有している職員は19名（うち一般職員16名）であったが、　 年間で新たに16人の職員が博士を4

取得したほか、大学等との人事交流も含めて、17年　月には30名（うち一般職員24名）まで増加してい6

る（表－　）。また、博士を取得した一般職員が大学の教官として転出するケースも　年間で　名に達1 4 5

している（表－　）。2

表－1　役職員の博士取得者の増加

表－2　一般職員の大学への転出事例

 d）多様かつ機動的な人事制度　　　　　　　　　 

独立行政法人への移行により、職員の採用は理事長裁量となっている。また、級別定数の廃止や任期

付き研究員の採用が人事院への事後報告となったこととも合わせ、機動的な職員採用や大学等との人事

交流が可能となった。これらにより、大学との人事交流を進め、また特定の専門分野の研究者を任期付

研究員として雇用した。平成17年度には水災害・リスクマネジメント国際センター（仮称）の設立に向

17年　月616年　月615年　月614年　月6
独法移行時

（13年　月）4

30名
（24名）

29名
（23名）

31名
（22名）

25名
（17名）

19名
（16名）

役職員計
（うち一般職員）

転 出 先職 員 役 職

大阪大学耐震研究グループ長

岩手大学新潟試験所長

京都大学上席研究員（水質）

福島大学上席研究員（水理水文）

高知大学上席研究員（火山・土石流）
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け、初めて任期付き研究員を国際公募により採用する予定であり、そのための準備を進めている。

さらに、限られた職員数の中で効率的に研究開発を推進するため、特定の専門知識や技術を有する研

究者を一時的に雇用する「専門研究員制度」、高度な専門知識を有する研究者を大学等から招く「招へ

い研究員制度」を創設した。 4年間で、専門研究員17名（内、博士15名）、招へい研究員15名（内、博士

11名）の実績がある（表－3）。

表－3　多様な人事制度の例

③国等社会資本整備実施主体との連携

国と連携して実用的な研究開発を実施するとともに、

気軽な相談窓口として現場が抱える技術的課題に応える

 a）国と連携した研究開発　　　　　　　　   

国等社会資本の整備主体は、技術開発計画の策定や研究開発の実施をはじめ、社会資本整備の具体の

事業実施段階に至るまでさまざまな技術的な課題を有している。土木研究所は国土交通省の技術研究開

発の方向性を明らかにする「技術が支える明日の暮らし（国土交通省技術基本計画）（平成15年11月）」

等の策定に協力するとともに、現地試験、現地調査あるいは現地データの提供を受けるなど、地方整備

局と一体となって研究開発を実施してきた。なお、国土交通省の研究機関である「国土技術政策総合研

究所」とは、施設の一部を共同利用し、また日常的に研究員同士が交流を行っているという利点を活用

し、「技術開発研究」と「技術政策研究」という土木技術の両翼を担う研究機関として、有機的に連携

し、研究開発を行っている。なお、国等との連携強化のため、さまざまな分野の全国担当者会議への出

席等各種機会を捉えて積極的な意見交換を行っている。

 b）研究成果に基づく技術指導等　　　　　   

土木研究所の研究成果は、論文等として発表するだけでなく、具体的な事業において活用できるよう、

国等の技術基準に反映させるとともに、マニュアル類としてとりまとめた。この際、土木研究所の成果

のみならず、海外や大学等他機関における研究開発の動向、民間で開発されている新技術についても積

極的に情報収集を行い、取り入れている。

これらの活動に基づき、具体に事業が抱える技術的課題に対して、受託研究や技術指導、技術検討委

員会等への参加により支援している。移行後の　年間で、受託研究181件のほか、技術指導5,282件、技4

術委員会3,736件、研修講師派遣861件、合計約9,800件の技術指導等を実施してきた。また、大規模な災

害が多発した平成16年度を含めて　年間に発生した58件の災害においては、要請に応じて被災状況の調4

実　　　　　　績制　　　　　　　　　　　　　度

若手育成型　　　　　　　名8
研究交流促進法　　　　　名6
土木研究所制度　　　　　名（人文系）1

任期付き研究員
定員内研究者

　名7大学との人事交流

17名専門研究員（非常勤研究員）
定員外研究者

15名招へい研究員（客員研究員）
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査、復旧の指導等を迅速に実施した（表－　）。このような活動は、他の研究機関にはみられない土木研4

究所ならではの活動であり、独立行政法人移行後も、土木研究所の使命を果たす主要な業務と位置づけ

ている。

技術指導を実施する際には、十分な専門知識に加え、豊富な経験と先見能力から得られる対応策、さ

らにはそれをわかりやすく伝える能力が求められており、各職員はその向上に努めているが、多様な分

野の専門家を有しているという土木研究所としての総合力も発揮し、引き続き期待に応えていきたい。

表－4　技術指導等の実績

【新潟県中越地震での救済活動の掲載事例】

　東京消防庁のハイパーレスキュー隊による土砂等除去作業を土木研究所の研究官が支援し、男児 1 名を

救出しました。この救済活動が、様々なメディアで取り上げられました。

図－5　新潟県中越地震での救済活動のメディアの取り上げ例

④民間との連携

技術開発の方向性を示し民間機関における技術開発を促すと共に、必要に応じて

共同で開発する。さらに、これら技術を収集し社会資本整備事業で活用できるよう

支援する。 

平成16年度平成15年度平成14年度平成13年度技術指導等

48件 
（1,031百万円）

43件 
（875百万円）

47件 
（901百万円）

43件 
（908百万円）

受託研究

1,419件 
（33件）

1,631件 
（　件）9

1,224件 
（　件）6

1,008件 
（10件）

技術指導
（内、災害時の職員派遣）

1,043件 902件 984件 807件 技術委員会

194件 217件 234件 216件 研修等講師派遣

週刊ポスト（小学館）2月11日、28日号
『メタルカラーの時代』

平成16年度国土交通白書
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社会資本整備に係る技術開発は、土木研究所のみならず民間機関でも推進されている。土木技術の

向上という研究所の使命を果たすためには、これら民間との適切な役割分担のもと、これらの活動

を支援することも重要である。このため、研究所が把握している技術開発ニーズを含め今後の方向

性を示すことにより技術開発を促すとともに、必要に応じて連携し共同で開発する。さらに、これ

らの技術情報を収集し、社会資本整備事業で活用できるよう支援する。

 a）共同研究・研究コンソーシアム　　　　    

共同研究においては、従来から実施してきた土木研究所が研究課題を提案する共同研究に加え、民間

提案型共同研究を新しく設けた。これは、土木研究所が把握している社会資本整備におけるニーズや必

要とされる技術開発分野を提示し、これを解決するための有効な技術シーズをもつ民間研究機関等から

研究課題の提案を受けるものであり、民間の技術力をより一層引き出すよう改良した新しい共同研究制

度である。この結果、旧土研からの継続課題25件に加え、平成13年度に新規16件、平成14年度に新規36

件、平成15年度に新規15件、平

成16年度に新規12件と、　 年間4

で中期計画に掲げた目標の約60

件を超える合計79件（延べ658機

関）の共同研究を新規に実施し

た。

これらの研究成果について

は、共同研究報告書として研究

内容を取りまとめるだけでな

く、「新技術情報誌」という開発

技術の特徴や適用方法を紹介し

た冊子や「新技術ショーケース」

という発表の場を新たに設け、

平成16年度には初めての地方開

催（福岡）を行うなど積極的な

普及に努めている。

また、新しい共同研究等で得

られた成果の普及の形態とし

て、「研究コンソーシアム」を設けた。これは、共同研究等により開発した成果を現場へ普及促進する

ためのコンソーシアム（共同事業体）であり、開発技術がある程度自立できるまでの期間、積極的にフォ

ローアップを行うものである。

（合計　104件、804機関） 

平成16年度
新　規

平成15年度
新　規

平成14年度
新　規

平成13年度
新　規

平成12年度
からの継続課題

12件

　件8

　分野　件2 4

15件

　件3

　分野12件5

36件

11件

　分野25件8

16件

　件8

　分野　件4 8

25件

25件

-

共同研究

　内、土研提案型

　　　民間提案型

表－　　共同研究実施件数5

図－　　土研新技術情報誌6
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 b）交流研究員　　　　　　　　　　　　　   

民間研究機関の研究者を土木研究所に受け入れる交流研究員制度についても、従来の民間への技術指

導を目的としたものだけでなく、対等な立場で双方の質の向上を目指した制度へ拡充し、　 年間で延べ4

184名を受け入れた。交流研究員は土木研究所での研究活動を通じて296編を超える論文を学会等で発表

しており、その中には論文賞を受賞した事例もみられた。また、これらの研究成果ならびに、業務を通

じて得た幅広い知見をもとに、技術士の資格を取得する等、技術の向上に寄与している。

表－　　交流研究員の実績6

⑤大学・学会との連携

社会資本整備事業における技術的課題を特定し、適切な役割分担のもと、連携して

研究を実施

 a）人事交流・連携研究　　　　　　　　　　 

産学官の研究連携の強化や高度な研究開発を推進するため、大学との間で新たに、　 件の人事交流を7

実施した。また、土木研究所が有していない分野での基礎研究能力の活用を図るため、大学への委託研

究26件を実施し、効率的な研究開発を行い、質の高い成果を目指した。競争的資金の応募にあたっては、

課題設定や申請書類作成にあたってのアドバイス体制など、応募の支援体制を整えており、平成16年度

から獲得額は減少傾向にあるが、国立大学の大学法人化等の厳しい競争環境の中で高いレベルを維持し

てきている。また、学際的・融合的な研究開発を推進するため、大学と積極的に連携し、それぞれの特

性を活かした研究課題を立ち上げている。その一例として、科学研究費補助金を利用し、地域特有の環

境条件がコンクリートの耐久性に及ぼす影響を明らかにする事を目的として、土木研究所が中心となり

全国18大学と連携して研究ネットワークの枠組み構築に取組んだものがある。 

平成16年度平成15年度平成14年度平成13年度

48名48名46名42名交流研究員

54編89編71編82編発表論文数

図－　　科学研究費補助金による大学との連携例7

『全国共通試験によるコンクリート材料の耐久性と環境の評価』

日本学術振興会基盤研究（A　）1
研究組織：土木研究所含め18大学、　 独法、　 協会、　 民間企業2 1 1

本研究課題では、共通の材料と配合で製造されたコンク

リート試験体を多数作製し、各地域の大学を拠点として、

地域特有の環境条件がコンクリートの耐久性

に及ぼす影響の程度を明らかにするための

実験を行っている。

供試体暴露状況と気象情報システム
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 b）学会への貢献　　　　　　　　　　　　　 

関連学会において研究成果を積極的に発表するとともに、社会資本整備におけるニーズや必要とされ

る技術開発に関する議論を行う等、関連する分野の研究者との交流を行っている。また、関連学会にお

ける委員会延べ578件に参加し、土木研究所が有する研究成果や社会資本整備事業における情報を積極

的に提供することにより貢献を行ってきた。

⑥海外との連携

積極的に情報交換を行い、研究の質を高めると同時に、日本からの国際貢献に寄与

する

 a）共同研究・研究者の交流　　　　　　　　 

土木研究所の研究成果を積極的に発信するとともに、最新の技術情報を把握しておくため、海外の研

究機関との共同研究や研究協力を積極的に推進することとし、現在までに20件の研究協力協定を締結し

た（表－　）。また、土木研究所として外国人研究者の招8

へい規程を整備し、他機関の制度の活用も含め、延べ80

名の外国人研究者を受け入れた。

 b）国際会議の開催　　　　　　　　　　　　 

旧土木研究所時代から行っている天然資源の開発利用

に関する日米会議、（UJNR）耐風・耐震構造専門部会を

はじめとする国際会議やワークショップを引き続き開催

するとともに、新たに締結した研究協力協定に基づく

ワークショップを開催するなど、土木研究所主催の国際

会議の数は年々増加し、　 年間で述べ35回におよび延べ4

1,339名の参加を見ている（表－　）。8

平成17年度
（H17.5.31時点
決定分のみ）  

平成16年度平成15年度平成14年度平成13年度

26,981 
（　件）2

43,195 
（　件）5

96,128 
（　件）6

78,748 
（　件）5

53,443 
（　件）4

文部科学省

33,276 
（　件）1

36,842 
（　件）2

49,953 
（　件）3

51,272 
（　件）3

63,165 
（　件）5

環境省

－ － 
（　件）1

3,487 
（　件）1

－ － 経済産業省
中国経済産業局

6,950 
（　件）5

15,900 
（　件）8

34,820 
（10件）

9,400 
（　件）7

1,800 
（　件）4

科学研究費補助金

67,207 
（　件）8

97,437 
（16件）

184,388 
（20件）

139,420 
（15件）

118,408 
（13件）

合　　　計

表－7　競争的資金の実績（土木研究所配分額）
（単位：千円）

写真－　　日仏ワークショップ閉会式での1
覚え書きへの調印　
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 c）海外での積極的な論文発表　　　　　　　 

独立行政法人制度の特徴である予算執行の弾力性を活かし、若手研究者を中心に積極的に国際会議で

発表させ、海外の研究者との交流の機会を増やした。その結果、研究者　人当たりの海外口頭発表件数1

は、移行前の0.18件から平成16年度の0.35件へとほぼ倍増している。国際会議に投稿した論文はイン

ターネットホームページ上に掲載し、幅広い情報発信に努めた。これらの活動により海外機関から土木

研究所の研究者に対して講演・講義依頼が寄せられ、　 年間で32名を派遣している。4

 d）技術協力　　　　　　　　　　　　　　　 

国際協力機構（旧国際協力事業団、JICA）からの要請により、開発途上国等から　年間で1,096名の4

研修生を受け入れ技術指導を実施したほか、JICAの専門家派遣制度を通して延べ64名の職員を派遣し

た（表－　）。9
表－　　国際協力機構（JICA）に対する技術協力9

 e）国際基準への対応　　　　　　　　　　　　　 

ISOに関し、ISO/TC113（開水路における流量測定）

において定期の全体国際会議を主催するとともに、

ISO/TC127（土工機械）等の国際会議へ参加し、日本

の技術の積極的な反映と、国内規格との整合性等によ

り、技術の国際化に貢献している。

 f）水災害・リスクマネジメント国際センター
　　（仮称） 　 の設立準備 

土木研究所が、ユネスコの後援のもとに2005年度設

立を予定している水災害・リスクマネジメント国際セ

ンター（仮称）では国際的な視野で水関連災害の防止・

軽減に貢献することを目的として、研究、研修、情報

ネットワークの各活動を相互に有機的に連携させなが

ら実施することとし、平成15年度から準備活動を行って

きている。

本センターは水災害・リスクマネジメントに関係す

平成16年度平成15年度平成14年度平成13年度

　件 3　件 510件 2件 研究協力協定締結数

14回 
（434名）

　回 9
（486名）

　回 7
（245名）

　回 5
（174名）

国際会議開催実績

表－　　海外との研究協力協定締結数及び国際会議開催実績8

平成16年度平成15年度平成14年度平成13年度

259名238名364名235名受入れ研修生

9名11名17名27名専門家派遣

図－　　国連防災世界会議8

国連　防災世界会議

国連防災世界会議のセッションオープニング挨
拶で水災害・リスクマネジメント国際センター
 （仮称 ） の設立準備状況を説明する坂本理事長
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る研究・情報発信等の活動の国際的なセンターとして、これまでの活動による蓄積をベースとした技

術・知見を、ユネスコの国際的なネットワークを通じて普及・活用することが期待されている。その結

果として、特に開発途上国に対するわが国の国際貢献に大きく寄与することが想定される。

また、準備活動の一環として、2004年度から新たなJICA研修コースとして『洪水ハザードマップ作

成』を開始し、2004年度は　月31日 （月）から　月18日 （金）にかけて　週間にわたり土木研究所が主体1 2 3

的に実施した。

⑦成果の積極的な普及

積極的に研究情報を発信し、実用化を促進することにより、我が国の土木技術の向上を目指す

 a）論文発表　　　　　　　　　　　　　　　 

国際会議や関連学会において、論文発表が認められた研究者を海外出張させるなど、従来にも増して

質の高い研究成果を発表するように努めた。その結果、研究者　人当たりの発表論文数について独立行1

政法人移行前の約　倍という高水準を維持しているとともに、査読付き論文数については移行前の　人2 1

あたり0.31編から1.09編へと約　倍に増加しており、質の向上も図ってきているところである（表－10）。3

表－10　研究者　人当たりの発表論文数1

 b）研究成果の実用化・普及　　　　　　　　 

研究成果は、実用化を図るために115件の特許を出願するとともに、　件のコンピュタープログラムの8

著作権登録を行い、これらを含み土木研究所が所有している新技術に関する情報について「新技術情報

検索システム」としてインターネットで公表し、その活用を図ってきた。

また、研究開発成果は、国や地方公共団体等が行う社会資本整備事業で活用されるように、技術基準

やマニュアル等に積極的に反映させているほか、幅広い技術者に普及させるため法人著作制度を新しく

設け、　 冊の出版を行った。8

平成16年度平成15年度平成14年度平成13年度平成12年度
（旧土研）

5.1 

1.09

0.35

5.6 

1.07

0.34

5.2 

0.99

0.36

4.9 

0.58

0.22

2.7 

0.31

0.18

発表論文数

　内、査読付き

　　　海外口頭発表

図－9　土木研究所の出版書籍例
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表－11　土木研究所の特許・法人著作

 c）広範な情報発信　　　　　　　　　　　　 

土木研究所の研究成果や活動については土木研究所報告等の刊行物として取りまとめ関係機関へ送付

している。このほか、ホームページについては、速報性を活用して最新の活動状況を適宜掲載するほか、

データ等の検索性・配信性を考慮して刊行物や研究成果の検索システム、特許をはじめとした新技術情

報検索システム、研究所が開発した解析プログラム等を掲載している。とくに、海外の研究者に対して

研究情報を発信するために、英文の論文についてはホームページ上での閲覧を可能としている。

研究所の活動を一般の方々に理解して頂くために、メディ

アへの情報発信を積極的に実施するほか、「土木の日研究所

一般公開」等を通じて土木研究所へは6,477人、自然共生研究

センターへは、12,200人を超える見学者を受け入れた。

⑧業務運営の効率化および自己収入の確保

業務運営にあたっては、情報化・電子化や適切なアウト

ソーシングの推進、一般管理費の抑制のための種々の取り組

みにより効率化を推進している。また、土木研究所が有する

実験施設の貸し出しや特許等知的財産権の使用に際しては適

切な料金を徴収することにより、自己収入の確保に努めた。

その結果、中期計画で想定していた年間35百万円を上回る収

入を得ている。なお、自己収入の一部については目的積立金

として積み立て、既存の実験棟の水災害・リスクマネジメン

ト国際センター（仮称）棟への改修等に活用している。 

平成16年度平成15年度平成14年度平成13年度独法移行時

1315131137特許登録

2730441476特許出願

512－－プログラム著作権登録

242－－法人著作

写真－　　土木の日研究所一般公開2
（小学生による橋コンテスト）

図－10　ホームページでのUJNRの会議
内容・論文等の公開 

図－11　ホームページでの実験施設の貸付
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【一般管理費の抑制事例】
・構内草刈のコンポスト化

構内から発生した刈草を堆肥化することにより、刈草の容量を約6割減量することが可能となります。
これにより刈り草の処分費を縮減することができました。堆肥の一部は、肥料として、リサイクルする
ことも考えています。

図－12　構内草刈のコンポスト化による一般管理費の抑制

表－12　土木研究所の自己収入
（単位：千円）　　　

※　）独法移行前からの継続特許　※　）独法以降後の新規特許　　　　　（中期計画では、毎年35,000千円を想定）　　　1 2

⑨自主改善努力の推進

独立行政法人評価委員会等での意見を踏まえ、業務運営をさらに円滑化し、質的向上を図る方策や業

務運営に関する適切な評価指標等の検討を行っている。今までに、博士の取得等研究者の質の向上、研

修成果の向上、土木研究所の活動の評価・マネジメントのあり方、社会資本整備への貢献の数値化等に

積極的に取り組み業務運営の改善に反映してきている。

以上、平成13年　月の独立行政法人化以降の　年間、現場への技術指導や大学・民間機関も含む研究4 4

開発のリーダー・コーディネートをはじめとして旧土木研究所が果たしてきた役割を引き続き伸ばしつ

つ、他の研究機関に比してやや不足していた研究面を活発化させてきた。また、独立行政法人制度の特

徴を活用することにより、新しい取り組みを積極的に行い、関係機関との連携をより密接にしてきた。

今後とも、より質の高い研究を実施するとともに、ニーズに応えた適用性の高い技術を関係機関との

適切な役割分担・連携のもと、効果的に開発・供給することにより、「土木技術の中核的な研究開発機関」

というビジョンの実現に向け、一歩一歩前進していく。これらにより土木技術の向上を図り、もって国

民生活の安定及び社会経済の健全な発展に資するという土木研究所の使命を果たしていく。

平成16年度平成15年度平成14年度平成13年度

28,875 
（31件）

40,911 
（35件）

30,576 
（34件）

17,334 
（19件）

施設貸し出し

100,428
94,762
5,666

65,231
54,760
10,471

54,230
50,903
3,327

33,572
33,336

236

知的所有権収入
　内、TOF T工法 ※1

　　　　 　 その他 ※2

1,614640－－著作権使用料

1,6321,5001,572－研修等講師派遣

132,549108,28286,37850,906合　　計

構内の草刈 堆肥化の様子 堆肥施用例


